





















措置解除年齢 18 歳前後の 2群別諸属性の比較検討を通して
宮 地 菜 穂 子

























































児童養護施設等における自立支援に関する一考察（宮地） 317（ 317 ）
ついて言及している。















1987、西田他 2011、永野 2015 等）及び社会的養護関係者らの証言（高橋
2015 他）より、「生活保護受給率の高さ、進学の格差、社会の中からはじ















2カ所に措置されていた児童の内、2012 年 4 月～2017 年 3 月の過去 5年


















児童養護施設等における自立支援に関する一考察（宮地） 319（ 319 ）
調査対象全 23 カ所の施設より 355 ケースの回答が得られた（施設回収













されたため、属性等について退所年齢 18 歳を境界とした 2郡に分けて実
態の比較検討を行い、退所者の実態並びに施設における自立支援の現状の






シャルワーカ （ー24.4% : 86 名分）であり、次いで施設長（19.0% : 66 名分）、
主任・指導係長（13.9% : 49 名分）であった。勤続年数区分では 10 年～15
年未満が 38.5％と最多、年齢区分では 30 歳～39 歳が 38.6％と最多であ
320（ 320 ）
 䠂ຠ᭷ᩘᗘ䠂ຠ᭷ᩘᗘ䠂ຠ᭷ᩘᗘ
⏨ 244 69.3 ᪋タ㛗 66 19.0 FSW(ඖFSWྵ) 86 32.2
ዪ 108 30.7 ᇶᖿⓗ⫋ဨ 10 2.9 ಶูᑐᛂ⫋ဨ 33 12.4
ྜィ 352 100.0 䛭䛾௚ 272 78.2 ඣ❺ᣦᑟဨ䞉ᢸᙜ⫋ဨ 37 13.9
ྜィ 348 100.0 ஦ົ୺௵ 6 2.2
䠄Ḟᦆ4䠅 ୺௵䞉ᣦᑟಀ㛗 49 18.4
ᚰ⌮ኈ䞉ᚰ⌮ಀ㛗 28 10.5
䞊䝄䜲䝞䞊䝟䞊䝇䠂ຠ᭷ᩘᗘ 4 1.5
5ᖺᮍ‶ 25 7.1 ᗘᩘ ᭷ຠ䠂 ಖ⫱ኈ 24 9.0
5~10ᖺᮍ‶ 50 14.2 20~29ṓ 32 9.1 ྜィ 267 100.0
10~15ᖺᮍ‶ 135 38.5 30~39ṓ (6.83631 Ḟᦆ85䠅
15~20ᖺᮍ‶ 52 14.8 40~49ṓ 80 22.7
20~30ᖺᮍ‶ 52 14.8 50~59ṓ 85 24.1
30ᖺ௨ୖ 37 10.5 60ṓ௨ୖ 19 5.4







 ⏨ ዪ ඣ❺㣴ㆤ᪋タ
ᚰ⌮἞⒪
᪋タ 15ṓ 16ṓ 17ṓ 18ṓ 19ṓ 20ṓ
18ṓᮍ‶㏥ᡤඣ(A) 146 73 73 130 16 18ṓᮍ‶㏥ᡤඣ(A) 86 36 24 0 0 0 146
18ṓ௨ୖ㏥ᡤඣ(B) 206 107 99 200 6 18ṓ௨ୖ㏥ᡤඣ(B) 0 0 0 194 11 1 206











対象者について、退所年齢 18 歳を境界として 18 歳未満と 18 歳以上の
2群に分け、諸属性等とのクロス集計を行った。18 歳未満で退所した者（以
下、A群と記す）は 146 名（41.5％）、18 歳以上で退所した者（以下、B
群）は 206 名（58.5％）であった。性別について、A群で男女同数の各 73
名、B群で男 107 名・女 99 名であった。施設の種別では児童養護施設に
おいて 18 歳以上退所が多いのに対し、児童心理治療施設では 18 歳未満退
所が多い（表 6参照）。
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 0~1ṓ 2~6ṓ 7~9ṓ 10~12ṓ 13㹼15ṓ 16ṓ௨ୖ ྜィ
18ṓᮍ‶㏥ᡤඣ(A) 3 36 19 30 51 7 146
18ṓ௨ୖ㏥ᡤඣ(B) 2 72 46 35 45 6 206























入所時年齢区分とのクロス集計の結果を表 8及び図 1に示す。A群は 13









 3ᖺᮍ‶ 3~5ᖺᮍ‶ 5~10ᖺᮍ‶ 10~12ᖺᮍ‶ 12~15ᖺᮍ‶ 15ᖺ௨ୖ ྜィ
18ṓᮍ‶㏥ᡤඣ(A) 58 23 29 13 19 3 145
18ṓ௨ୖ㏥ᡤඣ(B) 10 24 75 29 35 32 205



























88 22 28 138 93 51 144
137 9 51 197 164 39 203

































































 ୰Ꮫ༞ 㧗ᰯ༞ 㧗ᰯ୰㏥ ᑓ㛛Ꮫᰯ༞ ᑓ㛛Ꮫᰯ
୰㏥
▷኱༞ ኱Ꮫ༞ ኱Ꮫ୰㏥ ࡑࡢ௚
70 14 40 0 3 0 0 0 17
3 173 7 7 0 1 1 1 12


















㐍Ꮫ ᑵ⫋  ↓⫋ ୙᫂ 䛭䛾௚ ྜィ
70 41 20 6 8 145
39 159 4 0 4 206













多（70 名：A群全体の 48.3％）であり、次いで就職（41 名：同 28.3％）で
あった。B群では就職が最多（159 名：B群全体の 77.2％）、次いで進学
（39 名：同 18.9％）であった。χ2 検定を行ったところ有意であった（χ2=
86.675、df =3、p=.000）。
進学した 109 名について進学先別のまとめを表 18 に示す。学歴（表 16
参照）では短大卒及び大学卒は共に 1名だが、進学者は合わせて 23 名存
在している。
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㧗ᰯ ᑓ㛛Ꮫᰯ ▷኱ ኱Ꮫ 䛭䛾௚ ྜィ
57 5 0 0 7 69
4 12 5 18 1 40














6 20 11 0 1 3 0 41
11 112 5 2 1 27 1 159

































3䛛᭶ᮍ‶ ༙ᖺᮍ‶ 1ᖺᮍ‶ 1ᖺ௨ୖ 3ᖺᮍ‶ 3ᖺ௨ୖ ⥅⥆୰ ୙᫂ 䛭䛾௚
17 6 6 5 5 2 8 40 7
16 14 20 18 12 2 75 10 1
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 㐃⤡≧ἣ
୙᫂ ᢕᥱ ୙㏻ ᅇ⟅↓ࡋ ㏥ᡤ┤ᚋ࠿ࡽ
࠶ࡿ᫬ᮇ
࠿ࡽ ࡑࡢ௚
18ṓᮍ‶㏥ᡤඣ䠄A) 35 109 37 18ṓᮍ‶㏥ᡤඣ䠄A) 24 19 3 3
18ṓ௨ୖ㏥ᡤඣ䠄B) 25 178 22 18ṓ௨ୖ㏥ᡤඣ䠄B) 45 1 6 0










実施状況についてA群で 46 名（A群 137 名中 34.3％）、B群で 83 名（B
群 201 名中 41.3％）に実施有りの回答があった（N=338 欠損 14）が、有
意な差は認められなかった。209 名（338 名中 61.8％）には計画的な実施
が無かった。リービングケア担当者については、A群で 50 名（A群 128





の 24.9％（35 名）と B群の 12.3％（25 名）が不明状態にあり、A群の方
が不明ケースが多かった。χ2 検定を行ったところ有意であった（χ2=8.469、
df =1、p=.004）。連絡不通状態にある児童は、A群の 26.8％（37 名）、B








 ↓䛧 ᭷ࡾ ↓䛧 ᭷ࡾ ↓䛧 ᭷ࡾ
51 85 105 31 66 69
30 164 114 80 69 129







はA群の 62.5％（85 名）、B群の 84.5％（164 名）が行っており、B群の
方が多かった。
メールによる交流についてはA群の 22.8％（31 名）、B群の 41.2％（80
名）が行っておりこちらもB群の方が多かった。退所者の施設訪問につ










では、A群の 64.2％（86 名）、B群の 80.8％（164 名）に実施されており、
B群の方が多かった。χ2 検定を行ったところ有意であった（χ2=11.627、df
=1、p=.001）。「食事に行くなど、施設や自宅外での面会」では、A群の 23.1
％（31 名）、B群の 43.3％（88 名）に実施されており、B群の方が多かっ
た。χ2 検定を行ったところ有意であった（χ2=14.441、df =1、p=.000）。
児童養護施設等における自立支援に関する一考察（宮地） 329（ 329 ）
表26　退所時年齢2群と退所後の取組みとのクロス集計結果
 
↓䛧 ᭷䜚 ↓䛧 ᭷䜚 ↓䛧 ᭷䜚 ↓䛧 ᭷䜚 ↓䛧 ᭷䜚
48 86 93 41 95 39 103 31 117 17
39 164 154 50 135 69 115 88 192 12

























39 64 19 33 6
44 134 18 46 20







スも少なくなかった（表 27 参照）。その他 17 名の内、具体的な記述回答
があったのは、家庭支援専門相談員（ファミリーソーシャルワーカー）6
名、心理担当職員 2名、前担当 1名、里親ボラによるインフォーマルな支


























た。高校卒が最多の 18 歳以上退所と中学卒最多の 18 歳以上退所との学歴
























妻木（2011 : 133）は、高卒で学歴を終えた 3人の調査対象者の事例に加
えて、全国規模の統計データなどを積み重ね、「重層化した困難を抱えた
家族に生まれ育った人びとが、低学力・低学歴を経て、不安定な労働生活












































おける葛藤や困難、課題が生じていること（伊部 2013 : 1）」も明らかになっ
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